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超高齢化社会対応のまちづくりについて 

 

1.背景： 高齢者は、包摂力あるコミュニティの社会空間の中でなければ自立的に生きていくことが難しいこと 

 高齢者、特に一人暮らしの高齢者は、たとえば、安全・利便でバリアフリーな新しい高齢者向け住宅団地に

住んでいても、周囲に友人や知り合いもなく、孤立化して家の中に引きこもってしまうと、心身が弱って、自立

的な生活ができなくなったり、自殺することもある。つまり、高齢者がいきいきと暮らせる社会をつくるためには、

単に安全でバリアフリーな外出しやすい「ハードな都市空間」を作るだけでは足らず、外に出ると様々な楽し

いことが期待できる、快適で、人との豊かな触れ合いが可能な、包摂力のある、つまり外出したくなるような

「コミュニティ（地域社会空間）」を作る必要がある。 

 

2.目標:  「Aging in Community」社会の実現：  

高齢者が（心身が弱って人の助けを多少借りつつも・できるだけ自立的に快活に） 

最後までコミュニティの中で暮らし続けられる「生涯現役型社会」の実現 

 

3.実現の戦略；  

い（医）・しょく（食/職）・じゅう（住）：３つの改革を通じた包摂力あるコミュニティ（地域社会空間）の実現 

 

(1)地域ケアシステム改革（い）：対症型・施設収容型の医療介護システムから、予防型・在宅型の統合的コ

ミュニティケアシステム（次世代地域包括ケアシステム）への転換 

  「Aging in Community」のためには、訪問医療・訪問看護体制の確立、24 時間在宅介護体制の確立が不可

欠である。また、高齢者が虚弱化して要介護になってから医療・介護の対象とするのではなく、要介護になる

前に虚弱化を防ぐためのさまざまな予防的措置に重点を置く体制に転換する必要がある。予防措置として

は、様々な健康作り活動への参加がある他、コミュニティビジネス等への参加（就労）や、趣味のサークル等

も含む、様々なコミュニティ活動への参加など、社会参加やコミュニティ内での人との交流自体が、さらにいえ

ば家に引きこもらず外に出ること自体が（たとえば散歩するだけでも）、予防的効果があることが分かっている。

その意味で、この改革は、次の地域社会改革によるコミュニティ活動の活性化、および、そうした活動の場と

なるコミュニティスペースを多数整備する地域空間改革と密接に関係している。 

 

(2)地域社会活動改革（しょく）：高齢者の孤立化を防ぎ高齢者（特に前期高齢者）の諸活動（特に社会的参

加・社会的交流）を活性化する包摂力ある地域社会づくり 

 住民交流・共食・交歓の場の振興、コミュニティ活動の支援、生きがい就労（社会参加）型コミュニティビジネ

スの振興、虚弱化予防・健康づくり活動の推進、高齢者向け諸サービス・ビジネスの展開支援、コミュニティビ

ジネス振興の鍵となる地域資源・地域文化の再発見活動、高齢社会対応に関する社会教育の展開。（国レ

ベルの施策として：高齢者向け新技術・新製品・新サービスシステム等の研究開発への支援） 

 

(3)地域生活空間改革（じゅう）：安全安心健康快適バリアフリーの、豊かな交流空間を備えた「歩いて暮らせ

る」日常生活圏の地域空間づくり 

  住宅内だけでなく屋外空間や路上、各種施設を含め、トータルな地域社会空間の安全安心バリアフリー化
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を進めることが大前提である。特に、転倒や風呂での溺死等の住宅内事故で年間１万人以上が死亡し、また、

住宅内での転倒や、温度差に起因する脳卒中などをきっかけに多数の高齢者が要介護状態になっているこ

とを踏まえ、こうした事故を防ぎ、また事故発生時には高齢者がボタン等を押さなくても（人工知能等を活用

し）異変を検知して緊急通報が発信されるような、新たな安全安心すまいづくりが重要である。 

 こうした安全安心バリアフリー施策と並び、上記の統合的コミュニティケアシステムの地域内分散型拠点とな

る空間や、コミュニティ活動の場となる集会室等の空間、コミュニティの日常的な交流の場となる小さな公共

的空間など、様々な規模とタイプの「コミュニティスペース」を地域社会空間の中に有機的なつながりもたせ

ながら分散配置することが重要である。民間開発に伴いこうしたコミュニティスペースを整備することに対する

優遇措置（インセンティブ）の付与も検討すべきである。 

 移動手段については、歩いて暮らせる日常生活圏の形成を基本としつつも、日常生活圏外への移動の重

要性の観点から、高齢者対応型の公共交通の拡充と、高齢者でも安全容易に利用可能な新たな個人輸送

手段の開発とその道路交通システムへの組み込みも重要である。 

 

  なお、被災地の仮設住宅団地におけるコミュニティづくりの支援活動から得られた知見としても、様々なケ

アサポートやコミュニティ活動の拠点となる「サポートセンター（多目的集会室）」や地元コミュニティ管理の

「談話室」、あるいは市民主導で開設される「コミュニティカフェ」、皆で食材を持ち寄って調理して一緒に食

べるような「コミュニティ・ダイニングキッチン」などの「交流空間」は、高齢者の孤立化防止にきわめて有効で

あることが知られている。被災地において復旧・復興する居住空間には、こうした、被災地住民にとって新し

いライフスタイルとして定着しつつあるコミュニティ生活の場を、たとえば復興公営住宅団地や、復興区画整

理事業や防集事業等により再建・移転する居住地の中に、積極的に継承・拡充整備することが望ましい。 

（ 基準化・補助事業化を図ること） 

 また、在宅での生活を基本としつつも、戸建て住宅のバリアフリー化には限界があり、維持管理の負担の重

さからも、ある時期に至った高齢者が、暮らしやすい集合住宅やサポート付高齢者向け住宅等に住み替えた

り、さらには、その近くに親族世帯が近居するといった住み替え需要の発生が見込まれる。こうした住み替え

を支援するシステムを整備することも重要である。特に被災地の復興については、復興公営住宅の役割が

大きいが、従来の単純な抽選による入居者選定方式では、親子世帯の近居の要望や、従来の近隣社会の

継承が困難となるので、新たな入居者選定方式を導入する必要がある。 
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東京大学高齢社会総合研究機構の考えた 
被災地復興の理念と道筋 

• 理念 

– 被災地域は既に高齢化率が３０％を超えているところが
多い。 

– 復興に際して重要なことは、今後の日本の高齢化を見据
え、経済面での復興はもとより、エイジング・イン・プレイス
の理念で、高齢者ができる限り役割を持ち、弱っても安心
して暮らし続けるモデルを実現すること（ハードとソフト一
体のシステム） 

 

• 復興への道筋 

  ―仮設期から復興期への過程を通じ、上記理念が 

    連続的に確保されることが必要 
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基本理念 Aging in Place＝地域包括ケア 

病院から在宅へ 

病院 地域 

24時間対応の訪問看護・介護 

ニーズに即した 

多様な住居 

個々の状況に応じた 

移動手段 

かかりつけ医 

元気高齢者を 

地域の支え手に 

遠隔医療 

情報ネットワーク 

健康情報 

薬局 

コスト 

家族の 

QOL 

高齢者の 

QOL 

評 価 

プライマリケア体制 

患者学 
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被災地と将来の日本の高齢化の共通視点 

・コミュニティが一度崩壊した（あるいはできていない） 

・高齢者を取り巻く状況は差し迫っている 

・病床が不足しているが、増やすことは困難 

 

→対応の方法は同じ 

 ―ソフト・ハード一体のまちづくり 

 ―とりわけ、２４時間対応の在宅医療・看護・介護 

4 



釜石市での試みー特に地域包括ケアに着目して 
 

・仮設住宅段階 

 平田地区において、これまでハードとソフト一体のまちづくりをめざした取り組
みをし、ソフト面での地域包括ケアに関し成果を収めている 

 ―例えば、孤独感を感じる、専門医にかかるといったことが平田地区以外と有
意に少ないと認識している 

 

・復興住宅段階 

 平田地区の取り組みを通し、復興段階の取り組みに向けての提言をまとめ、
それを踏まえて、復興住宅ガイドラインも作成された 

 －今後の日本の高齢化への対応のあるべき姿と同じであると認識 

 ーソフト面が課題 

 

・今後の課題 

 復興地域の課題は、日本の課題 

5 



  6坪 9坪 12坪 計（戸） 

ケアゾーン 15 30 15 60 

子育てゾーン   10   10 

一般ゾーン 47 76 47 170 

計（戸） 62 116 62 240 

岩手県釜石市平田地区 
コミュニティケア型仮設住宅のポイント 

１、見守りやすいように、共
助（コミュニティケア）が生ま
れるように、ケアゾーンを設
定（＝サービス付き高齢者
向け住宅） 

２、ウッドデッキでバリアフ
リー化し、各種機能をウッド
デッキと繋ぐ。住棟を向い合
せにし、屋根をかけて、ご近
所付き合いの促進（路地） 

３、サポートセンター（見
守り、生活支援サービ
ス）、診療所（週3日）、
24時間在宅ケアの拠点、

子育て支援の拠点を整
備 

４、路線バスの停留所を
設置。学校、病院への
アクセスを確保。被災し
た商店街を配置し生活
に必要な機能を充実 ５、商業者、医療・福祉

関係者、自治会、行政
等で協議会を立上げ地
域課題共有と役割分担 

ケアゾーンの高齢化率は約６０％（空き室は６０戸中１戸） 6 



釜石市におけるソフト・ハード一体の復興提言とその課題 

• 平成２５年２月２７日釜石市長へ提言 

– 『生きる希望にあふれたまちづくり』 

– 地域包括ケアを考える懇話会委員（委員長：小泉嘉明 釜石医師会会長） 

– 釜石医師会ＷＥＢサイトよりダウンロード可能http://www11.ocn.ne.jp/~zaitaku/ 

• ソフトとハードの組み合わせの手法での二大方針 

– ①『コミュニティの再生・形成・発展』 

– ②『安心して子供を育み、暮らし、健康的に老いることができるまちづくり』 

• 復興公営住宅設計ガイドラインに反映 

  ―ソフト面の課題が大きいと認識 

（１）復旧・応急的なソフト対策のままである。 

（２）医療・介護・子育て等、人材（専門職）の確保が難しく、サービスの提供に支障をきた
している。 

 （注）ある現場の意見から―高齢者の活用、情報システムと訪問看護の活用 

（３）ハードの予算を拡張し、ソフトハード一体で柔軟に利用できる予算と体制が必要であ
る。 

 
 →日本の高齢化の課題でもある 

 

・柏プロジェクト（平田仮設住宅と理念は同じ）の場合 

―新しい手法を示唆している 
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在宅で医療，看護，介護サービスが受ける体制が整い，いつま
でも在宅で安心して生活できる 

地域の中に多様な活躍の場があり， いつまでも元気で活躍できる 

商業・生活利便 
施設ゾーン 

公園 

建替を進めている豊四季台団地内
の土地利用計画 

将来の豊四季台地域のイメージ 

○ サービス付き高齢者向け住宅 

○ ２４時間対応の在宅医療・看護・介護サービス 

○ 子どもの放課後の居場所 

○ 子育て支援センター 

○地域医療拠点 

地域拠点ゾーン 

四季の道      
（自転車歩行者専用道）        

8 

柏プロジェクトー豊四季台地域における地域包括ケアシステムの具現化 

サービス付き高齢者向け住宅と在宅医療を含めた２４時間の真の地域包括
ケアシステムを平成２６年春に豊四季台団地で具体的に構築 

→ 直近の国の政策を具現化するモデルを実現する 

○ コミュニティ食堂 

○ ミニ野菜工場 
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柏プロジェクトーＵＲ柏豊四季台団地内 サービス付き高齢者向け住宅 

サービス付き高齢者向け住宅 

薬局 

自立棟 

介護棟 

居宅介護 

小規模多機能 

２４Ｈ訪問看護 
24Ｈ訪問介護 

子育て 

支援施設 地域交流 

スペース 
主治医 

診療所 
在宅療養 

支援診療所 

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ 

◇イメージ図 

（株）学研ココファン 作成 9 



柏プロジェクトの経験から見た新しい手法の提案 
ー被災地にも当てはまる 

・地域包括ケアのポイントは、在宅医療（病院の限界） 

 ―地元市町村と医師会の協調が出発点 

 

・市役所のビジョンと公募方式による拠点整備 

 ー柏市が東大とURと３者で研究会を設置し、一定のビジョンを 

  示し、コンソーシアム方式で公募した 

 －全国から人材とノウハウを持った者が応募し、現地への刺  

  激となりつつある 

 

・柏プロジェクトの課題 

 ーソフト部門（保健福祉部門）とハード部門（都市計画部門）の  

  協調によるまちづくりのコンセンサスと市全体の均等な拠点 

  配置への展望とそれを可能とする予算と体制の改革 
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（参考）在宅医療を含む地域包括ケアのイメージ 

地区医師会 

急変時の受入れ、 
高度な治療・検査など 
在宅医療を後方支援 

【在宅医療の連携調整拠点】 
病院から在宅への移行をサポート 

急性期・回復期病院 

地域包括支援センター 

【ワンストップ窓口】 
在宅ケアの総合相談対応 

調剤薬局 

栄養士会 

歯科診療所 

在宅診療所 
（副主治医） 

在宅診療所 
（主治医） 

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ 
（小規模事業所） 

居宅介護支援事業所 

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ 
（大規模事業所） 

事業所連携等により 
在宅ケア体制を強化 

介護老人保健施設等 

多職種の情報共有 
システムを構築 

地域包括・医師会 
連携型の地域ケア 
会議により、在宅機関 
相互の顔の見える 
関係づくりを強化 

地域単位での在宅ケア普及、 
患者・家族交流等を実施 

地域の中小規模病院 
（副主治医？） 

専門職スタッフとの 
連携により在宅療養 
環境を向上 

地域包括支援センター 

在宅療養支援病院 
（副主治医？） 



1 Copyright(C) 2013 You Homeclinic  All Rights Reserved. 

 

医療法人社団鉄祐会 祐ホームクリニック 

一般社団法人高齢先進国モデル構想会議 

 理事長 武藤 真祐 

2013年5月24日 

復興庁 復興推進委員会 
「『高齢者標準』による活力ある超高齢社会」に関する懇談会 

 
東北モデルから発信する超高齢社会の社会システム 

高齢先進国モデル構想 
 

 

第１回「              」 
厚生労働大臣優秀賞受賞 
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医療法人社団鉄祐会 祐ホームクリニック 

診療所名 
医療法人社団鉄祐会 
 祐ホームクリニック（東京都文京区） 
 祐ホームクリニック石巻（宮城県石巻市）          

診療内容 在宅医療（24時間365日対応） 

組織体制 

60名 
  医師 常勤 6名 非常勤 27名 
  看護師等医療専門職    8名 
  事務職               19名 

累計患者数 1,400人余（2013年5月現在） 

代表者紹介 

武藤 真祐 
医学博士、循環器専門医、米国医師国家試験合格、米国公認会計士、MBA。 
 
1996年東京大学医学部卒業。2002年東京大学大学院医学系研究科博士課程修了。
東大病院、三井記念病院にて循環器内科、救急医療に従事後、宮内庁で侍医を
務める。その後マッキンゼー・アンド・カンパニーを経て、2010年１月在宅医
療専門を開設した。2011年9月には被災地石巻市に在宅医療診療所を開設。2011
年10月には、被災地支援団体石巻医療圏健康・生活復興協議会を設立、2012年
末までに約2万人日の人を動員する活動を展開、被災地復興に力を尽くす。 
内閣官房ＩＴ戦略本部医療情報化に関するタスクフォース構成員、総務省ICT超
高齢社会構想会議構成員、厚生労働省緩和ケア推進検討会構成員 等 



3 Copyright(C) 2013 You Homeclinic  All Rights Reserved. 

一般社団法人高齢先進国モデル構想会議 

 

高齢先進国モデル構想会議 Leading Aging Society Forum 

 

 ミッション 

在宅医療を基点とし、高齢者の健康・生活を支える 

社会システムモデルを確立する 
 
 関係企業 
50社余り 
 
 関係省庁 
厚生労働省、総務省、経済産業省、内閣官房 
 
 概念図 
 

解決の方向性 
 
• 超高齢社会に際し、社会のパラダイム転換～支

えが必要な高齢者は国民全体で支える一方、元
気な高齢者には支え手として活躍する視点～を
図り、超高齢社会への過度な不安感を払拭する
と同時に、活力ある社会を創るべきである 

  

• 超高齢社会の諸問題を解決する新たな社会モデ
ルの構築にICT技術のイノベーション力を活かし、
我が国の産業競争力強化を図るべきである 

 

• 日本の後、韓国や中国を始めとしたアジア諸国
で超高齢社会の問題が顕在化する。グローバル
展開を見据えて超高齢社会の新たな社会モデル
の構築に臨むべきである 

 
 
具体的解決策 
• 医療情報連携基盤の全国展開 
• 健康（予防）モデルの確立 
• ライフサポートビジネスの創出 
• 高齢者の社会参加促進モデルの開発・実用化 
• 産業の創出とグローバル展開 
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はじめに 

• 東日本大震災後、我々がやるべきことは、住民の健康・生活復興と焦点を定めた。それは

健康そして生命が守られ、食事や住まいといった生活基盤が行き渡り、人々が支え合う地

域コミュニティにより生きる力を取り戻し、将来への希望を胸に灯すといった、尊厳ある

人生の復興だ。そのためには叡智を結集し、全力で臨まなければならない。 

 

• そこで我々は、孤立した高齢者の健康・生活を包括的に支えるプラットフォームを構築し

た。一人ひとりの住民とリアルな接点を持ち、ICT技術を活用して多様なプレイヤーが有機

的に連携し、行政や専門職、企業やNPO、さらに住民も協働し、互いに役割・機能を保管し

あって機能を最大化した 

 

• 一度崩壊したコミュニティを元に戻すのではなく現環境を受け入れ、地域コミュニティを

再構築すべきである。新たな地域コミュニティモデルは「人や社会との繋がり」「安心の

医療・介護」「身体機能に適した健康・生活支援」「身体機能に即した社会参加や生きが

い提供」が包括的に提供される社会システムにより実現する 

 

• 我々は、甚大な被害を受けた宮城県石巻市で、高齢者が安心して、心豊かに暮らすことが

できる社会システムモデルの構築に努め、さらに東北モデルとして今後我が国が直面する

超高齢社会の課題解決に活かしていきたい 
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被災住民の健康・生活復興への取り組み 

超高齢社会の社会システムへの進化 

在宅医療提供体制の確立 

在宅医療・介護連携体制の確立 

健康・生活支援体制の確立 

• 在宅医療診療所の開設 

• 在宅医療・介護連携システムの構築 

• 在宅被災世帯健康・生活プラットフォー
ムの構築 

 

• 地域住民による「地域とつながるコミュニ
ティ」の実現 

• 高齢先進国モデル構想の実現 

復興へのステップ 具体的取り組み 
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ステップ１ 
在宅医療提供体制の確立 
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避難所閉鎖に伴い、在宅医療診療所の開設が求められていた 

• 被災直後の急性期医療支援は、２ヶ月後には撤退を始めた 

 
• 高齢者を中心に通院困難者が大量発生。高齢者のADLの低下が著しく慢性期医療

の需要の高まりが予見された 

 
• 壮絶な体験によるショックや喪失感によるうつ、PTSD等心の問題が表面化してい

た 

 
• 基幹病院2ヶ所のうち1箇所が診療不能に。地域開業医も被災し医療資源が流出。

医療資源が不足していた 

• 慢性期医療を担う体制が急務であった 

• 「待ち」ではなくアウトリーチ型医療が求められていた 

• 一時的ではなく継続的な体制整備が求められていた 

在宅医療診療所の開設 

課
題 

解
決
の
方
向
性 

解
決
策 
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山積する課題を克服し、在宅医療提供体制を構築した 

結 果 

自らが院長となり、全国の医師の協
力を得、24時間365日の診療体制を
確保した 

院長 

土地建物、工事の人手の見込みがな
かったが、地道に地元地主の理解に
努め、確保できた 

場所 

必要な経費は莫大であったが、必要
性と意義を訴え、日本財団より資金
提供を受けることができた 

資金 

開設目標の「避難所閉鎖時」までは
通常の1/5しか時間がなかったが行
政の協力により実現した 

時間 

地元に受け入れられ協力関係を作る
ため、地元医師会、中核病院、行政
と密に相談を重ねた 

地元との
連携 

• 震災から半年後、在宅医療診療
所を開設した 

• 地域の高齢者へ24時間365日の医
療提供を行なっている 

 
【診療所の現況】 
• 医師数3名 
• 職員数10名 
• 延患者数 238人 
 うち、亡くなった方 3割 
 うち、自宅で看取った方 6割 

（2013年5月現在） 

 
  

課 題 
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ステップ２ 
在宅医療・介護の連携体制の確立 
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早期の在宅チームケア体制確立に向けICTシステムを活用した 

 
コンタクトセンター 
• 事務代行 

 

在宅医療
クラウド 

電子 
カルテ 

多職種 
連携 
クラウド 

• スケジュール・ルート管理、タスク管
理など、在宅医療に求められる豊
富な機能を搭載 

• クラウド型電子
カルテ 
 

• 在宅医療・介護情
報連携システム 

Ａ
担
当
者 

• 在宅医療のための３つのICTシステムと利便性を高めるコンタクトセンターを開発し運
用している 
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在宅医療・介護の多職種連携によるチームケアを実現する 

• 在宅医療・介護の多職種間で情報共有し医療・介護の質の向上を図ることにより、在宅患者
のQOLを向上し、安心感を醸成する 

• 患者本人や介護者（家族）、離れて暮らす家族も情報連携ネットワークに参加し、在宅ケア
チームを構築する。患者・家族の健康状態に対する理解促進を図るとともに、家族介護の負
担軽減や高齢者の社会的孤立防止に繋げる 
 

療養病床 
地域医療情報連携 

(SS-MIX2) 

一般 
病院 

訪問介護事業所 
（ヘルパー） 

訪問看護ステーション 

訪問薬局 

在宅療養支援診療所 

診療所 

居宅介護支援事業所 
（ケアマネジャー） 

情報連携活用基盤＋ICTサポーター 

高齢者施設 

患者・家族 
非同居家族 

11 
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ステップ３ 
健康・生活支援体制の確立 

 
(1)在宅被災世帯 健康・生活支援プラットフォーム 
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支援が届いていない在宅被災世帯を全戸訪問し、サポートした 

在宅被災世帯 

みなし仮設住宅 

応急仮設住宅 

• 行政の支援が届いていない 

• 居住状況が把握されていない 

 

外観 室内の状況 

被災者の居住場所 状況 

• 行政支援あり 

• 行政支援あり 

    専門職サポート 

• 医療専門職人材を中心に、
全戸訪問による健康・生活
アセスメントを行った 
 

• 2万世帯の訪問、1万世帯の
アセスメントを実施した 

• 情報を専門職が精査、要サ
ポート者を抽出し、専門職
サポートに繋げた 

• 医療・福祉・生活面に関し、
適切な専門職により、個別
のサポートを行った 
 

• 3千世帯のサポートを実施
した 

情報精査 アセスメント 

 被災者の状況 

 在宅被災世帯支援活動の概要 
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官民協働で、健康・生活支援を行った 

地域の保健師の後方支援として、放置さ
れている症状に対しての相談相手となり、
適切な医療につなげる。 

地域の包括支援センターの後方支援とし
て、高齢者の健康・生活全般の問題解決
に努め、地域での生活を支える。相談相
手 

地域で孤立しているもしくは孤立が懸念
される高齢者に対して訪問し、安否確認
するとともに、話し相手とし傾聴を行う。 

震災後の心理問題に起因して、心や体に
現れた症状を緩和するために専門家の観
点から、サポートする。 

社会生活、経済・就労問題、家族、心理
問題などについての自立援助を行う。相
談相手 

住んでいる人を危険にさらし、人の健康
を蝕んでいる状況を住環境の面から支援
する。 

医療 
サポート 

介護 
サポート 

心のケア 

自立 
サポート 

見守り 
サポート 

情
報
精
査 

石巻市 
健康推進課 

石巻市 
介護保険課 

石巻市 
健康推進課 

石巻市 
健康推進課 

地域保健師 
地域医療機関 

地域包括支援セン
ター 

医療ソーシャルワー
カー 

地域保健師 
臨床心理士 

石巻市 
福祉総務課 

住民支援専門員 
（独自職種） 

住環境 
サポート 

― 一級建築士等 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

専門職サポート 

サポート内容 行政連携部署 連携専門団体 
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情報はクラウドでデータベース化し、施策立案に活かした 
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約6％の在宅被災者が「生きる希望がない」と感じている 

6.0% 

5.7% 

6.5% 

6.5% 

5.7% 

5.9% 

8.0% 

4.9% 

10.5% 

6.4% 

2.3% 

4.3% 

0.0% 10.0% 20.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

釜・大街道 

北上 

河北 

湊 

石巻・門脇 

稲井・開成 

牡鹿 

荻浜 

「生きる希望がない、死んだ方がましだと思うことがありますか」という質問に対して、
「ある」と回答した個人の割合、および個人数。 

全体 6% 

389 6,449 

124 2,169 

81 1,237 

62 937 

33 580 

25 424 

25 311 

12 244 

12 115 

7 109 

7 300 

1 23 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

住民の状況／住民の声 
 
• 震災で人生が狂ってしまった。 

 
• 気分は塞いだままで希望を持てずに

いる。家族も身内も支えになってく
れない。 
 

• 頑張って生活をしても、ある日いき
なりすべてがダメになると思うと、
むなしくて仕方がなくなることがあ
る。 
 

• 昨年の震災で、大川小学校に通って
いた２人の子供を亡くした。生きる
希望も意欲も失い、子供達に会いた
いと毎日思う。 
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希死念慮には「人との交流」や「支え」の有無が影響する 

希死念慮には、主に下記３つの要因が影響している  
・外出機会が少ない 
・頼れる人がいない状態である 
・外部に助けを求めることが難しい状態である 
 ※「住環境」「就業の変化」は、希死念慮との相関がさほど見られない 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

外出しない 外出する 

0

5

10

15

20

25

30

いない それ以外 

0

5

10

15

20

25

できなそう できそう 

外出の有無による相関差異 頼れる人の有無による相関差異 希求行動の可否による相関差異 
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ステップ３ 
健康・生活支援体制の確立 

 
(2)地域住民による「地域とつながるコミュニティ」の実現 
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住民は心身に問題を抱え、人や地域との繋がりを求めている 

 住民の声分析（フリーコメント分析） 

【身体的な問題】 
  ・身体能力が低下、持病が悪化 

  ・運動量（外出機会含）が減り、生活不活発病傾向 

【精神的な問題】 
  ・生きがい喪失、将来不安など、希望を見出せない 

  ・PTSDや身体異常などの精神面での症状発症 

【孤立・交流がない】 
  ・別離や職域・地域関係の喪失により、孤立 

  ・人が集まる場や相談できる場が不足 

全体の２割が交流を求めていた 

住民が抱える問題 

住民が求めるもの 

N=4,297 

N=4,297 
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コミュニティ再生活動を実施、住民による継続の仕組みを作る 

活動評価 
状況把握 

 フォロー 
 (個別支援) 

イベント実施  
(集団支援) 

誘い出し 
(個別支援) 

地域 
現状把握 

心身の回復のための「地域とのつながり構築」活動を実施 
 
• 交流の場への誘いだし、または役割依頼を通じて、孤立懸念者を交流の場へ引き出す 
• その過程で活動の担い手となる人材（住民）を発掘、育成する 
• 行政、NPO、住民とで機能を補完し合い地域コミュニティ再生活動の仕組みを構築する 

     石巻市被災市民生活支援課      石巻市市民協働推進課 
         石巻市健康推進課（保健師）     石巻市介護保険課 
    石巻市福祉総務課          地域包括支援センター 

 自治会長 区長 
 民生委員 など 
  

 保健推進員     社会福祉協議会   地域医療機関       
 ダンベル体操指導員 認知症サポータ   地域NPO団体 
 食生活改善推進員  傾聴ボランティア  など 

 地域保健師 
 地域包括支援センター      

連
携
先 

     帝京大学大学院公衆衛生学研究科（指標作成／地域分析） 

地
域 

行
政 

学
術 
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ステップ４ 
超高齢社会の社会システムへの 

進化 
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ICTを活用し被災住民と支援を繋ぐプラットフォームを構築した 

データベース 
情報集積 
支援に反映 

生活サービス 

• 住まい 
• 移動 
• 買い物 
• 金融・法律 
• 見守り 
• 生きがい・楽しみ 

5サービス提供 

2ニーズ 
収集 

1訪問 

地域行政サービス 
（社協・包括・保健師） 

5サービス提供 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

5サービス提供 

3情報 
集積 

家族 

要介護高齢者 
および介護者 

虚弱化・認知機能の低下 
単身・老老世帯の増加 
社会的孤立懸念 
 

4情報提供・6集積 

4情報提供・6集積 

包括的なサービスプラットフォーム 

自立高齢者 
医療・介護サービス 

• 在宅医療 
• 在宅介護 

 

事務局 

4情報提供・6集積 

• 東北・石巻モデルでは、個別アセスメントにより健康・生活情報を聞き取り、データベースに集積、そ
の情報を元に、官民および健康・生活に至るまでの包括的な適切な支援につなげた。 
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東北・石巻モデルを新たな社会システムモデルへと進化させる 

高齢者健康生活 
支援クラウド 

要介護高齢者 
および介護者 

健康支援 

生活支援 

社会参加、 

生きがいづくり 

公的サービス 

民間サービス 

状態、 
ニーズ 
の把握 

在宅医療 

在宅介護 

ケアマネジャー等 
医療・介護職 

民間企業 

専門職団体 

NPO 

住民活動・シニア有償
ボランティア組織 

等 

訪問診療、訪問看護、 

訪問薬局等 

訪問介護、介護施設等 

提供者 

提供者 
コーディネーター 

在宅医療介護 
情報連携クラウド 

アセスメントスタッフ 

状態、 
ニーズ 
の把握 

オーダー 

フィードバック 
介護・親孝行コンシェルジュなど 

 

• 本モデルのポイントは「対面も含めた接点により健康・生活の状態を把握する」データベースとコー
ディネーター機能で適切にサービスにつなげる」「民間サービスも含めたサービスプラットフォームを
構築する」「家族のサポート・働きかけを原動力にする」の4点である 

 

状態、 
ニーズ 
の伝達 

状態、 
ニーズ 
の伝達 

対面接点 

コーディネート機能 

民間サービスも含めたプラットフォーム 

自立高齢者 

家族 

サポート 家族のサポート 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&docid=P-q3R_ZhTxww0M&tbnid=kGjlf5tNV2m4MM:&ved=0CAUQjRw&url=http://kmane.com/caremane/how.html&ei=2BQGUcGqO4aEkwXuoIGwCA&psig=AFQjCNF_56F8y9ZoyzQC_QyCSwdxoD7DEA&ust=1359439449330885
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御静聴ありがとうございました 
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参考）地域の状況抜粋 
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■「震災前から震災後で世帯の人数変化はありましたか（一時的含む）」の質問に対し、「有り」
と回答した世帯の割合、および世帯数。 

23.9% 

24.6% 

18.7% 

27.1% 

24.3% 

28.2% 

22.1% 

29.4% 

47.4% 

13.3% 

15.4% 

43.8% 

0.0% 30.0% 60.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

釜・大街道 

河北 

北上 

湊 

石巻・門脇 

牡鹿 

稲井・開成 

荻浜 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

約1/4の在宅被災世帯で、震災前後で世帯人数に変化あり 

961 4023 

341 1384 

149 797 

162 598 

85 350 

53 188 

50 226 

42 143 

37 78 

26 196 

8 52 

7 16 

全体 23.8% 

住民の状況／住民の声 
 
 
• 災害に有った他の家族が、こちら

の家に同居することになった。 
 

• 震災前は4世帯7人家族だったが、
震災により家が全壊になった。現
在は、それぞれ別に仮設に入り、
バラバラに暮らしている。 
 

• 震災や病気で死別。 
 

• 地震、津波による精神的ダメージ
で妻が現在関西で治療中。 
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約４割の在宅被災世帯で、震災前後の収入に変化あり 

36.6% 

29.8% 

32.4% 

23.9% 

75.9% 

33.8% 

45.6% 

42.5% 

44.1% 

48.1% 

38.5% 

62.5% 

0.0% 30.0% 60.0% 90.0%

全体 

山下 

住吉 

渡波 

釜・大街道 

牡鹿 

北上 

河北 

湊 

石巻・門脇 

稲井・開成 

荻浜 

■「震災前に比べて収入に変化がありましたが」の質問に対し、「有り」と回答した世帯の 割
合、および世帯数。 

該当 
世帯数 

4,015 

795 

1,379 

593 

349 

195 

228 

186 

143 

79 

52 

16 

1,471 

237 

447 

142 

265 

66 

104 

79 

63 

38 

20 

10 

有効 
回答数 

全体 36.6% 

住民の状況／住民の声 
 
• 廃業により収入減。金銭面での懸念

により、介護サービスの利用、家の
補修が完了していない。 
 

• 勤めていた水産関係の仕事が震災の
影響でなくなり、貯金を崩して生活
している。 
 

• 震災前は床屋を営んでいたが、被災
し廃業。 
 

• 会社が崩れ壊れた解雇になった。 
 

• 失職により、生活費が厳しい。再就
職に苦慮している。 
 

• 家計が苦しく、食事も二食にしてい
る。保険料が払えない。 
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約７割の在宅被災世帯が、大規模半壊以上の認定を受けている 

68.5% 

77.8% 

79.7% 

70.6% 

92.7% 

82.0% 

74.0% 

84.3% 

15.9% 

15.6% 

11.6% 

25.0% 

0.0% 50.0% 100.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

釜・大街道 

湊 

石巻・門脇 

稲井・開成 

北上 

河北 

牡鹿 

荻浜 

■「現居住地の市役所が判定した損壊状況は何でしたか」の質問に対し、「全壊」「大規模半壊」
と回答した世帯の割合、および世帯数。 

2,653 3,874 

1,038 1,334 

604 758 

399 565 

307 331 

114 139 

57 77 

43 51 

36 227 

29 186 

22 190 

4 16 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

全体 68.5% 

住民の状況／調査員を通した住民の声 
 
• リフォームを行い、生活が出来るレベ

ルまで補修済。直したい箇所は未だあ
るが、経済的な理由で直す予定は無
い。 
 

• 一部台所の床がきしむ部分に、ベニヤ
板を置いて対応中。お金が無いので修
理は未定。座敷の押入にも砂があり、
まだ完全に掃除が終わっていない。 
 

• 支援金と貯金全部とで家を新築した
為、貯蓄は無くなってしまった。住む
所は出来上がったが、これから先の生
活が不安。 
 

• 家が全壊になり、一階部分をリフォー
ムし、仮設より戻ってきた。（「戻っ
た」という声多数あり） 
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約16％の在宅被災者が、睡眠に支障をきたしている 

15.8% 

15.3% 

18.2% 

15.1% 

18.4% 

16.6% 

25.4% 

12.2% 

16.3% 

8.4% 

13.6% 

4.2% 

0.0% 20.0% 40.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

釜・大街道 

北上 

石巻・門脇 

河北 

湊 

牡鹿 

稲井・開成 

荻浜 

■「睡眠の乱れのため困っていることはありませんか」の質問に対し、何らかの問題があると回答
した個人の割合、および個人数。 

932 5894  

268 1,746 

219 1,206 

139 923 

104 565 

70 421 

15 59 

38 311 

38 233 

25 296 

15 110 

1 24 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

全体 15.8% 

住民の状況／住民の声 
 
• 地震がきたり、震災の事を考える

と、睡眠剤を服用しても眠れない。
「死んでもいい」と思う事がよく有
る。長男を震災で亡くしてから、睡
眠薬を服用しないと眠れない。 
 

• 睡眠薬を飲まないと中々眠れない
が、睡眠薬を飲むとすぐ寝れる。 
 

• 震災後から不眠になり、病院で睡眠
薬を処方されているが、あまり良く
眠れず、日中も眠くて横になる事が
あるとの事。又、夜、眠れないなと
思うと、飲んだと思っていた睡眠薬
が床に落ちていたという事もある。 
 

• 睡眠薬を服用しているが、あまり効
かなくなり、処方薬を変更しても
らった。 
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約25％の在宅被災者が、週に1～2度以下の外出しかしていない 

24.6% 

20.4% 

25.5% 

25.3% 

35.0% 

36.0% 

19.3% 

20.9% 

25.4% 

38.2% 

33.8% 

45.8% 

0.0% 30.0% 60.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

北上 

河北 

釜・大街道 

牡鹿 

湊 

稲井・開成 

石巻・門脇 

荻浜 

1,539 6,253 

405 1,990 

317 1,243 

240 950 

151 431 

114 317 

111 575 

63 302 

61 240 

42 110 

24 71 

11 24 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

全体 24.6% 

■「一週間に何度外出しますか」の質問に対し、「週に1～2回以下」と回答した個人の割合、およ
び個人数。 

住民の状況／住民の声 
 
• 圧迫骨折のため腰が痛く、長時間歩

いたり、起きているのが辛い。杖を
使わないと歩くのが怖い 
 

• 震災後、徐々に歩きにくくなり、足
が痺れる。感覚がなくなる感じがす
るとの事。自力歩行は出来る 

 
• 前は友人と散歩をしていたが、転ん

でから動く量が減った 
 

• 震災前は自転車で石巻駅まで行く
程、元気だった。現在は足腰が痛
く、歩行も大変。呼び鈴が鳴って玄
関に行ったら、誰も居なかったとい
う事が頻繁にある。 
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約6％の在宅被災者が「生きる希望がない」と感じている 

6.0% 

5.7% 

6.5% 

6.5% 

5.7% 

5.9% 

8.0% 

4.9% 

10.5% 

6.4% 

2.3% 

4.3% 

0.0% 10.0% 20.0%

全体 

住吉 

山下 

渡波 

釜・大街道 

北上 

河北 

湊 

石巻・門脇 

稲井・開成 

牡鹿 

荻浜 

■「生きる希望がない、死んだ方がましだと思うことがありますか」という質問に対して、「あ
る」と回答した個人の割合、および個人数。 

全体 6% 

389 6,449 

124 2,169 

81 1,237 

62 937 

33 580 

25 424 

25 311 

12 244 

12 115 

7 109 

7 300 

1 23 

該当 
世帯数 

有効 
回答数 

住民の状況／住民の声 
 
• 震災で人生が狂ってしまった。 

 
• 気分は塞いだままで希望を持てずに

いる。家族も身内も支えになってく
れない。 
 

• 頑張って生活をしても、ある日いき
なりすべてがダメになると思うと、
むなしくて仕方がなくなることがあ
る。 
 

• 昨年の震災で、大川小学校に通って
いた２人の子供を亡くした。生きる
希望も意欲も失い、子供達に会いた
いと毎日思う。 
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希死念慮には「人との交流」や「支え」の有無が影響する 

 

1. 希死念慮に、主に下記３つの要因が影響している  

① 外出機会が少ない 

② 頼れる人がいない状態である 

③ 外部に助けを求めることが難しい状態である 

 

2. 「住環境」「就業の変化」は、希死念慮との相関がさほど見られない 

 

当協議会で実施した希死念慮に影響する要因分析から、下記の傾向・課題が確認されている 
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住環境の状況と希死念慮を持つ人に、関連は認められなかった 

6 

9 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

全壊・大規模損壊 半壊・無し 

% 

7 7 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

危険箇所あり 危険箇所なし 

% 

■住宅の損壊状況の比較 ■住宅の危険箇所の比較 

石巻医療圏 健康・生活復興協議会第2期調査 2012年9月集計時点 



34 Copyright(C) 2013 You Homeclinic  All Rights Reserved. 

職業・収入と希死念慮を持つ人に関連は認められなかった 

8 
7 

0

2

4

6

8

10

12

14

収入変化あり 収入変化なし 

% 

8 
7 

0

2

4

6

8

10

12

14

無職 全体回答平均 

% 

■収入変化の比較 ■職業の有無の比較 

石巻医療圏 健康・生活復興協議会第2期調査 2012年9月集計時点 
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16 

7 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

外出しない 外出する 

% 

外出頻度は、希死念慮と関係している 

228%の差 

■外出の機会がある人との比較 

石巻医療圏 健康・生活復興協議会第2期調査 2012年9月集計時点 
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まわりに頼れる人がいないことが希死念慮に大きく影響する 

24 

6 

0

5

10

15

20

25

30

頼れる人はいない それ以外 

% 

■頼れる人がいないと答えた人の比較 

400%の差 

石巻医療圏 健康・生活復興協議会第2期調査 2012年9月集計時点 
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※訪問した住民支援専門員の判定で「外部へ希求援助行動が難しそう」と判定された世帯 

外部希求行動をしない人への、支援が求められる 

22 

6 

0

5

10

15

20

25

外部へ希求援助行動ができなそう できそう 

% 

■外部へ希求行動ができないと思われる世帯（※）との比較 

366%の差 

石巻医療圏 健康・生活復興協議会第2期調査 2012年9月集計時点 



これからの高齢社会のあり方 
   

                                                                                学習院大学 森田朗 

１．都市部における高齢化の進行  2，3頁 
  医療福祉のインフラの不足 
  厳しい地方財政 
 
２．高齢者の生活（在宅）       4頁 
  包括的な生活ケアのシステムの形成 
  自立できる生活環境の形成──支援の最少化 
  支援者の役割分担と連携──情報共有=ＩＴ活用 
 
３．標準化・効率化・集約化 
  サービスの標準化──高齢者にとって必要で快適な基準 
  ダウンサイジング──不要な部分の廃棄 
  集約化──集住・コンパクトシティ 
  既存の方針の見直し──施設の個室化・在宅医療介護 
 
４．被災地域の復興 
  集約化のモデル地域に 
  人口動態の把握とそれを踏まえた政策 

 
 1 



都市部の高齢化 • 規模と速度 
• 生活のスタイル 

– 団塊の世代 
– 「○○都民」 
– 団地住居 

 

2 

http://pari.u-tokyo.ac.jp/policy/gap_aged2_2005_2035.html


3 



高齢者の生活 

生活の次元 要素 支援者 

身体・健康 医療・看護・介護・服薬 医療従事者 

行動 食事・排泄・歩行・判断 介護士 

生活 家事・住居・財産の管理 成年後見人 

共同体 地域社会 近隣住民 

社会 年金・社会福祉・医療・施設 国･地方政府 

4 



ＵＲ都市機構における 

高齢者支援の取り組み 

平成25年５月 



１ ＵＲ賃貸住宅ストックの概要 

これまで 

■管理開始年代別ストックの特徴（数字は平成23年度末現在） 

○ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針を策定（平成19年12月） 

 ・公的賃貸住宅としてのセーフティネット機能の強化 

 ・地域の住宅政策課題（バリアフリー化等）への適確な対応 

 ・都市の福祉拠点としてのストックの再生 

○民間事業者の活力やノウハウを活用し、優良な賃貸住宅の供給などをさらに支援 

○主に高度成長期の大都市圏の住宅不足に対応 

○ファミリー世帯、中堅所得者を対象 

これから 

全国に約７５．５万戸の公的
賃貸住宅ストックを形成 

○ 昭和４０年～５０年代前半に大量供給された 

  ＵＲ賃貸住宅ストックが老朽化 

 

 
総ストックに占める割合が、約５６％（４３万戸） 

 ・平均面積 ４７．４㎡/戸  

 ・設備水準が低いものも多く、市場ニーズに 

  マッチした改善が必要 

○ バリアフリー面での対応拡大が課題 

バリアフリー対応  約３３．５万戸（約４４％※） 
       うち、高度なバリアフリー対応 
       約１５．７万戸（約２１％※） 
 ※総ストックに占める割合（平成２３年度末時点） 

2 

ストック全体 S30年代 S40年代 S60年～H6年 H7年～H15年 H16年～

管理戸数 755,642戸 52,786戸 321,056戸 80,364戸 107,733戸 36,823戸

団地数 1,740団地 162団地 376団地 387団地 384団地 85団地

434戸/団地 349戸/団地 888戸/団地 216戸/団地 268戸/団地 320戸/団地

立地

52.7㎡/戸 65.8㎡/戸

（前半） （後半）

54.8㎡/戸 39.7㎡/戸 45.6㎡/戸 70.6㎡/戸 70.2㎡/戸 68.7㎡/戸

家賃 70,635円 44,360円 50,608円 97,081円 115,093円 119,561円

56.8㎡/戸

64,899円

住宅供給の背景

S50年代

156,880戸

346団地

団地規模

437戸/団地

住戸規模

団地規模大・
大量供給

郊外化が進む

住戸規模狭小（低設備水準） 住戸規模改善

住宅不足の
解消

人口の大都市
集中による
住宅不足の解消

居住水準の向上

都心回帰

都市居住の推進

既存ストックの再生・活用
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２ ＵＲ賃貸住宅の居住者属性 ～ 平成22年度ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査 

UR賃貸住宅総ストックに占める 

高齢者がいる世帯率 ９％（昭和60年） ⇒ ３９％（平成22年）  

UR賃貸住宅総ストックに占める 

高齢単身世帯率  １％（昭和60年） ⇒ １5％（平成22年）  

■世帯主年齢は年々上昇傾向 

【理由】  

 ①高度成長期の入居世代が一斉に高齢者に 

 ②新規入居者の高齢者率が上昇  

■特に高齢単身世帯が急増 

■急速に高齢者がいる世帯率が上昇 

ＵＲ賃貸住宅居住者の平均世帯主年齢 

        ４１．７歳（昭和60年） ⇒ ５６．８歳（平成22年） 

世帯主年齢が６５歳以上の世帯の割合 

        ５％（昭和60年） ⇒ ３５％（平成22年） 

（出典：ＵＲ賃貸住宅は居住者定期調査、全国は国勢調査） 

＜平均世帯主年齢の推移＞ 
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調査

S50
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調査
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調査
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調査
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調査

UR賃貸住宅居住者

全世帯〔家計調査〕

44.9才 

51.7才 

54.7才 
56.8才 

56.4才 

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 

3 



【改善等の取組み】 

  ① 既存の住宅について時代のニーズに合わせるため、立地・特性に応じて住戸内（間取り・設備等）、住棟共用部（エントランス・
共用廊下等）、屋外環境等を改善 

    ② 高齢者や子育て世帯等が安心して住み続けられるよう、バリアフリー化を推進 

    ③ 公共団体、地域の民間事業者・NPO法人等と連携し、高齢者支援や子育て支援サービスに係る施設を積極的に誘致 

 現在（H18末）のストック（約76.9万戸）を居住者の居住の安定を十分確保しつつ、 

   平成30年度までに、約10万戸の再編に着手し、約 5万戸のストックを削減 

   平成60年頃までに、現在のストックの概ね３割を削減       

【用途転換】 将来需要が厳しく、団地内での集約化が難しい小規模な団地（概ね200戸未満） 

【 団地の類型の考え方 】 

団地の類型 対象戸数 
（平18末現在） 

再生・再編の考え方 

団地再生 

約16万戸 まちづくりにより団地を再生 

全面建替え 約4万戸 団地を全面的に建替え 

一部建替え 約4万戸 団地の一部の建替えを予定し、一部の既存住宅を改善 

集約化 約8万戸 団地の集約化に併せて、一部の既存住宅の改善 

ストック活用 約57万戸 既存住宅の改善 

用途転換 約1万戸 団地全体をUR賃貸住宅以外の用途へ転換 

土地所有者等への譲渡、返還等 約3万戸 全面借地方式市街地住宅を譲渡等、特別借受賃貸住宅を返還 

３ ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針の策定 

エリア毎の再生・活用の方向性に沿って、全団地の団地別整備方針を策定（2008.2.29） 

同一需給圏等のエリアで、人口動向、需要動向等を勘案の上、立地条件、ストック量、ストック構成 
（住戸規模・築年数・家賃帯等）等を分析し、再生・活用の方向性を策定 （2007.12.26） 
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建替後住宅・民間住宅 

ルネッサンス計画の活用 

（住棟改修・活用） 

１階デッキ ﾘﾆｭｰｱﾙ等（住戸改

修） 

中層ＥＬＶ 子育て施設 団地環境整備 高齢者施設 

・高齢者支援 

・医療連携 

・子育て支援 

・コミュニティの活性

化・充実化 

福祉施設等 

介 護 
医 療 

子育て 

中層住宅 

ＵＲ賃貸住宅 

EV設置 

建替後住宅  

民間住宅 

リニューアル・修繕等 

防災機能のある公園整備 

空施設の活用等 

民間等と連携した 

ソフトサービスの 

充実化 

プロムナード整備 

 高齢者向け住宅等 

（住棟・住戸活用） 

ＰＰＰ手法などにより民間等と適切に連携し、住棟・住戸の活用、整備敷地の活用による少子高齢社会に対応

した機能導入、高齢者支援・子育て支援サービスの充実化を図り、医・職・住近接の持続可能なまちづくりの

実現により、収益力・資産価値の向上を図る。 

目的・用途・機能に応じて多様な手法・場所を活用・組み合わせ

団地全体の魅力ＵＰ⇒収益改善 

5 

４ 民間等との連携による持続可能なまちづくりへの取り組み 



高優賃整備前 
高優賃整備後 

個室間、トイレの 
床段差を解消 

■床段差をほとんどなくし、高齢者の方が暮らしやすい住まいに 

浴室の出入口 
段差を低く改良 

■便利で使いやすい設備に更新 

・床は滑りにくく、やわらかい材料の採用 
・トイレ出入り口幅の拡大（７００㍉⇒７５０㍉） 

玄関、トイレ、浴室に手摺の設置 台所、浴室等設備の改善 

・台所、洗面所等水栓のレバーハンドル化 
・緊急時対応サービス、安否確認サービス 
 の体制整備 

５ ＵＲ賃貸住宅における高齢者支援  ～ 高齢者向け優良賃貸住宅の供給 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（平成13年法律第26号）に基づき、昭和40年代から昭和50年代 

前半に供給された比較的大規模で、かつ、福祉・医療施設の状況等から高齢者の居住に適した団地において、 

高齢者向け改善が可能な構造の１階等に存する住宅について、バリアフリー化等改善及び家賃減額を実施し、 

高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）として平成11年度より約2.2万戸を供給。 
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あんしん登録カード（平成１５年度～） 

あんしんコール（平成１８年度～） 

・緊急時の連絡等速やかな対応ができるよう、希望する高齢者等が 

 緊急連絡先、かかりつけ医師等の情報をあらかじめカードに記入して登録 

・カードはＵＲと団地自治会が保管 

・全国９５団地で約６，７００名が登録 

・住宅管理センターの高齢者相談員等から、希望する高齢者等に週１回電
話で安否確認 

・応答がない場合等は、団地自治会が住戸を訪問して安否確認 

・全国３８団地で約850名が登録 

６ ＵＲ賃貸住宅における高齢者支援  ～ 高齢者等の見守りサービスの実施 

 ＵＲ賃貸住宅に居住する高齢者等を対象とした見守りサービスを、団地自治会と連携するなど 

して実施 ⇒ 対象団地拡大中 （平成2３年度末実績は下記のとおり） 
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７ ＵＲ賃貸住宅における高齢者支援  ～ その他の施策 

■ 総合的団地環境整備事業  

■ 集会所使用の優遇・Ｅラウンジの設置 

総合的団地環境整備事業の例：高島平団地 

通路の整備 

【 団地概要 】 

 ○ 所 在 地：東京都板橋区高島平２、３ 

 ○ 交   通：都営三田線「高島平」駅 徒歩１分 

 ○ 管理戸数：８，２８７戸 

  ○ 管理開始：昭和47年１月 
広場の整備 

 60歳以上の高齢者、１～４級の身体障害者及び重度の知的障害者等で常時介護を 

 要する居住者に対し、毎月２回・１日４時間を限度に優先使用及び使用料を免除。 

 また、高齢者等向け指定団地の一部において、既存の集会所を増改築するなどに 

 より、高齢者等が優先的に無償で利用できるラウンジ（Ｅラウンジ）を設置。 

  ◎ Ｅラウンジ設置団地数 110団地（Ｈ23年度末） 
多摩ＮＴ永山 

（東京都多摩市） 

 主に昭和40年代から50年代に建設した団地を対象に、屋外環境の整備を行う「総合的団地環境整備事業」 

 に伴い、通路整備による段差の解消、屋外階段の手摺設置、多目的広場の整備等、人に優しい屋外環境 

 づくりに取組んでいる。 

  ◎ 総合的団地環境整備完了団地 403団地（H23年度末） 
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【 設置するエレベーターのバリエーション 】 

  ① 車椅子利用者など著しく歩行が困難な方も利用可能なバリアフリー環境を実現する 

   「フロア着床型（バルコニー側）」 

  ② ０．５階分の昇降で済むため高齢者等の負担軽減を図ることができる「踊場着床型」 

 急速な少子高齢化に対応し、住宅へのアクセスのバリアフリー化を図るため、国の支援を 

得つつ、中層住棟へのエレベーター後付け設置に取組んでいる。 

＜現状＞（平成23年度末現在） 

 ○ 約７６万戸のＵＲ賃貸住宅ストックのうち、約３７万戸を占める中層住棟（３～５階）における 

  エレベーター設置率は５.４％（約２０千戸） 

 ○ うち中層住棟の大半を占める階段室型住棟（約３５万戸）においては、エレベーター設置率は１.３％ 

 （４.６千戸）という状況 

＜フロア着床型（バルコニー側）イメージ＞ ＜踊場着床型 イメージ＞ 

８ 中層住棟へのエレベーターの設置 
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《高齢者支援施設の内訳》 

業種 施設 敷地 合計 

訪問介護 57 3 60 

通所介護等※１ 94 24 118 

施設サービス関係施設※２ 14 23 37 

その他※３ 55 42 97 

合計 220 92 312 

業種 施設 敷地 合計 

保育園 53 257 310 

幼稚園 6 84 90 

学童保育 18 21 39 

その他 15 41 56 

合計 92 403 495 

種別 合計 

地方公共団体 80 

社会福祉法人 37 

NPO法人 22 

そ の 他 173 

合計 312 

《子育て支援施設の内訳》 

※１ 通所介護,短期入所,小規模多機能居宅介護 
※２ 特養,老健,ケアハウス,有料老人ホーム,グループホーム,グループリビング等 
※３ 地域包括支援センター、配食サービス等 

種別 合計 

地方公共団体 244 

社会福祉法人 98 

NPO法人 16 

そ の 他 137 

合計 495 

種別 合計 

地方公共団体 324 

社会福祉法人 135 

NPO法人 38 

そ の 他 310 

合計 807 

《契約者内訳》 

《契約者内訳》 

〔高齢+子育て〕 

既存の団地内施設をはじめ、団地再生事業等により生み出した余剰地や施設床等を活用して、
高齢者・子育て支援施設を積極的に誘致 

９ ＵＲ賃貸住宅における少子高齢化対応施設の誘致実績（平成23年度末） 

10 



既存UR賃貸住宅 
（1,877戸継続管理） 

高根 
公団駅 

調整池 

高根台 
児童ﾎｰﾑ 

高根台 
保育園 

建替事業区域 
（従前戸数2,729戸） 

高根台つどいの家 
（サ高住・小規模多機能施設他） 

＜H21.6開設＞ 
㈱生活科学運営 

市営駐輪場 

総合病院 
＜H26.7開設予定＞ 

（医）沖縄徳洲会 

民間住宅 

（戸建） 

民間住宅 

（集合） 

1.5ha 
既存商業 

民間住宅 

（戸建） 

民間住宅 

（戸建） 

民間住宅 

（集合） 

民間住宅 

（集合） 

地区概要 ○敷地面積 約44.7ha 
       ○従前戸数 4,608戸（昭和36年度入居） 
       ○事業後  継続管理住宅1,877戸 
               建替後住宅  1,111戸（891戸完成済） 
       ○事業期間 平成１１年度～平成２９年度（予定） 
       ○住戸概要    【建替前】 平均住宅面積42㎡ 
                  【建替後】  平均住宅面積54㎡ 

0.5ha 0.3ha 

1.8ha 

2.4ha 

1.3ha 

2.0ha 

1.8ha 

1.2ha 

～まちづくりの考え方～ 
 

○高齢・子育て層が、安心して住み続けられるための住まい、 

  医療・福祉施設等の充実 
 

○地域の“顔”を形づくる駅前街区の再整備 
 

○既存の環境インフラを活かした良好な緑環境、景観の創出 

0.4ha 

 交通経路   
 高根台団地 
    ↓ 徒歩５分 
 高根公団駅 
    ↓新京成線３分 
 北習志野駅 
    ↓東葉高速線 
        東西線33分 
 大手町(約41分） 

UR賃貸住宅 
（1,111戸） 

0ｍ 200ｍ 

アートヒル高根台 

取組み事例１  ～ 高根台団地① 
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認可保育所 
＜H25.4開設＞ 

社会福祉法人靖心会 

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅等 
（地域密着型特養、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等） 

＜H25.5開設＞ 
社会福祉法人秀心会 



取組み事例１  ～ 高根台団地② 
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 高根台つどいの家〈ＵＲ団地：アートヒル高根台〉 （千葉県船橋市） 
ＵＲ賃貸住宅団地の建替えによって生じた敷地を、自治会等の意向を反映した公募条件により、民間事業

者に譲渡し、サービス付き高齢者向け住宅、介護事業所等を整備   

【施設概要】 事業主体(土地・建物所有者) ： ㈱生活科学運営 

 ・敷地面積 ： 約3,610㎡ 
  ・延床面積 ： 約3,451㎡ 
  ・構造規模 ： RC造、5階建 
  ・開設時期 ： 平成21年6月 

施設概要 （運営者） 

・サービス付き高齢者向け住宅（自立型３２戸、介護型２５戸)   

・認知症対応型グループホーム（１８室）  

・多目的（地域交流）スペース（周辺住民も利用可能） 

㈱生活科学運営 

・サービス付き高齢者向け住宅の居住者への生活支援・介護サービス提供   

・訪問介護事業所  ・居宅介護支援事業所  ・小規模多機能型居宅介護事業所 

社会福祉法人 

 生活クラブ 

・食堂（昼食時には周辺開放、配食サービスも提供） 労協船橋事業団 



取組み事例２  ～ 多摩平の森① 
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取組み事例２  ～ 多摩平の森② 

高専賃は、サ高住に登

録替え 

企画提案時資料 
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奈良北団地 ケア拠点構想 〜いざというとき助け合える 顔なじみのケア拠点づくり〜 

美 

 

・安否確認や生活相談サービスの提供拠点 

・訪問介護事業所 

・訪問看護ステーション 

・居宅介護支援事業所 

・生活支援サービス（買い物代行、通院介助等） 

（内科・小児科・整形外科・リﾘﾊﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科） 

 

・1号棟（2DK）・・・当初９戸   将来的に最大 

・4号棟（１K)・・・当初１戸    50戸まで拡充 

各階EV 

中間階EV 
美 

美 

美 

 

・デイサービス（通所介護） 

・地域交流室（育児～シルバー世代まで 

 孤立しない場づくり、サークル・イベント等） 

・食事サービスなど 

みまもり拠点施設等の導入 
 

みまもり住宅（機構供給+ｻｰﾋﾞｽ義務付け） 

所在・交通 戸数 

横浜市青葉区奈良町2913番地 

・東急田園都市線「青葉台」駅バス18分 

・小田急小田原線「玉川学園前」駅徒歩15分 

・小田急小田原線「鶴川」駅バス13分 

1,558戸 

(18棟) 

 管理開始：昭和46年9月～昭和47年3月 

 建物構造：鉄骨鉄筋コンクリート造 8・11階建、 

           鉄筋コンクリート造 4・5 階建 

 駐  車  場：平面式・自走式 682台 

「いざというときに備えて・・」 
「介護が必要になったら・・・」 

医療 

訪問看護 

小規模多機能 

訪問介護 

UR管理ｻｰﾋﾞｽ 

事務所 

集会所・Eﾗｳﾝｼﾞ 

事業者による 

  ｻｰﾋﾞｽ提供 

・基礎サービス 

  （必須） 

 ①安否確認 

 ②生活相談 

・その他ｻｰﾋﾞｽ（任意） 

奈良北団地を拠点とした構想 

連携体制 

サ サ 
サ 

サ サ 
サ 

各 

階 

E 

V 

サ サ サ 

その他施設 

地域交流サロン 

高齢者向けみまもり住宅 一般住棟 

顔なじみのケア拠点 UR・団地居住者 

多世代交流等 

地域食堂 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

奈良北団地の導入サービス 

1号棟 

4号棟と5号棟の 

1階フロア 

取組み事例３ ～ 奈良北団地①  

通所介護事業所等【施設新規建設】 

 

 

・洗濯室、倉庫 

高齢者生活支援施設等の導入 
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取組み事例３ ～ 奈良北団地② 

◎奈良北団地の生活支援サービス 

16 



柏 駅 

取組み事例４（Aging in Place） ～柏市豊四季台地区① 

コンフォール豊四季台  

 ○所在地：千葉県柏市豊四季台１～４丁目 

 ○入居：昭和３９年 

 ○敷地面積：約３２．６ha 

 ○団地再生事業：平成１６年～ 

 ○住宅概要 

  建替前 ＵＲ賃貸：４，６６６戸（平均41.0㎡） 

  建替後（予定） 

       ＵＲ賃貸：約２，１００戸（平均51.5㎡) 

       民間分譲：約２，６００戸 

○特別養護老人ホーム、医療高齢者施設等
に  

  一部の土地を賃貸及び譲渡 

建替前 

地域全体で子育て 
応援保育サービス 

多世代が食を楽しむ 
みんなのキッチン 「

コミュニティ食堂」 

日常の「困った」を 
手助けする 

生活支援サービス 

地域の医療を支える 

地域医療拠点 

住み慣れた家で医療・介護サ
ービスが受けられる 

高齢者向け賃貸住宅と 
在宅医療・看護・介護 

サービスの拠点 

健康づくりと憩いの場 

緑豊かな路・公園 

車いすもベビーカーも 
移動しやすい 

バリアフリーのまち 

子育て世帯をサポート 

こども園 

休耕地や住宅地内で 

セカンドライフ就労 

●団地の再生により生み出す用地を民間や市に賃貸，譲渡 
●民間資本を活用したサービス付き高齢者向け住宅と、市と連携した地域医療拠点を平成２６年
初めに開設し、２４時間対応の地域包括ケアシステムを具体的に構築 

在宅で医療，看護，介護サービスが受ける体制
が 整い， いつまでも在宅で安心して生活できる 

将来の豊四季台地域のイメージ 

地域の中に多様な活躍の場があ
り， いつまでも元気で活躍できる 

17 



取組み事例４（Aging in Place） ～柏市豊四季台地区② 

18 

（１） 在宅医療の負担を軽減するバックアップシステムの構築 
（２） 在宅医療を行う医師等の増加及び多職種連携の推進 
（３） 情報共有システムの構築（東京大学の事業） 
（４） 市民への相談，啓発 
（５） 中核拠点（地域医療拠点）の設置 

１ 在宅医療の推進 

２ 高齢者の住まいと多様な医療・介護サービスの提供 

要介護度になっても住み慣れた地域での生活を継続するため、 
医療・看護・介護のサービスが連携して対応する複合施設を誘致 

（平成２６年初旬 運営開始予定） 

 
【施設用途】 
サービス付き高齢者向け住宅（自立型・介護型）、グループホーム、 
訪問看護ステーション、小規模多機能型居宅介護、在宅療養支援診療所、 
主治医診療所、地域包括支援センター、子育て支援施設、薬局、居宅介護支援、 
訪問介護、その他共用スペース、多世代交流スペース等 

サービス付き高齢者向け住宅 

自立棟 

介護棟 

◆イメージ図（提供：学研ココファン） 

 

３ 生きがい就労の創成 

 
①休耕地を利用した都市型農業事業 
②団地敷地内を利用したミニ野菜工場事業 
③建替後リニューアル団地における屋上農園事業 
④コミュニティ食堂 
⑤学童保育事業 
⑥保育・子育て支援事業 
⑦生活支援・生活充実事業 
⑧福祉サービス事業 

◎働きたいときに無理なく 
楽しく働ける 

 
就労時間、場所、 

内容の調整 

◎地域の課題解決に 
貢献できる 

 
生計労働から 

「生きがい労働」へ 

生きがい就労により、 
  ①個人の心身の健康維持に寄与 
  ②地域社会の課題を解決 

屋上農園 

歯科医師 

医師 

看護師 

薬剤師 介護関係者 

①患者が病院から在宅に戻る際  
  の調整支援機能 
②主治医の訪問診療バックアップ 
  機能 
③医師・多職種による在宅医療・ 
  看護・介護の管制機能 
④在宅医療に係る主治医及び副 
  主治医の研修機能 
⑤市民からの相談・啓発 

地域医療拠点の機能 

生きがい就労 具体事業 

ミニ野菜工場 



「高齢社会」に関する資料（データ編） 

  1. 被災前と後の人口推移 

  2. 高齢化率の推移と将来予測 

  3. 被災地の仮設住宅の分布 

  4. 被災地での住環境 

  5. 高齢者の生活環境 

  6. 高齢者の社会参加 

  7. 社会的な高齢者年齢に対する認識 

  8. 高齢者の終末医療に対する希望 

  9. 高齢者の介護の状況 

10. 高齢者の運動不足 

 



参考1：被災前と後の人口推移 
 地域人口の転入・転出 

 被災三県では、震災前から人口の転出傾向は続いているが、平成23年は宮城県、福島県で人口の転出
が一層進んだ。 
 福島県では、震災後は15歳以下および25～44歳人口も併せて転出が進んでいる。ここから、小さな子供を
抱える家族の転出が進み、福島県内で急速な高齢化が進んでいることが予想される。 

出所：住民基本台帳人口 
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参考2：高齢化率の推移と将来予測 

 諸外国と比較すると、我が国は、世界のどの国もこれまで経験したことのない高齢社会を迎えている。 

 2035年には、都道府県別の高齢化率が2011年に比べて10％前後上昇すると予想される。 
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出所：内閣府「平成24年度版 高齢社会白書」 
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参考3：被災地の仮設住宅の分布 
 被災3県の仮設住宅の完成戸数分布状況 

 被災3県で最も仮設住宅の完成戸数が多いのは宮城県で22,095戸である。 
 市町村別にみると、石巻市が最も仮設住宅が多く、次いで気仙沼市となっていることから、県内外の被災
者の一部が地元を離れ石巻市や気仙沼市の仮設住宅で生活していると考えられる。 
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参考4：被災地での住環境 
 仮設住宅への不満と新しい住宅への要望  

 仮設住宅の問題としては「狭い」「隣の音や話し声が聞こえる」「住宅内の寒暖差」「知り合いがいない」などの割
合が他に比べて高くなっており、震災前よりも狭く隣り合った住居で知らない人との共同生活が大きなストレスに
なっている。 
 転居先の希望としては、できる限り震災前と同じ状況に戻りたいという声が多い。 

出所：一般社団法人中央調査社「東日本大震災における岩手県釜石市の被災者に関する生活実態・意識調査」 
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参考5：高齢者の生活環境 

 居住地について、体が弱ってきても今住んでいる家を離れたくない考えを持っている場合が多い。 
 徒歩が主な移動手段である高齢者が多く、日常生活圏は自動車に乗らない場合それほど広くない。 
 近隣住民と日常会話やあいさつなど何らかのつながりを持ち生活しているケースがほとんどである。 

 高齢者の生活圏と居住地の要望 

出所：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」 
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参考6：高齢者の社会参加 

 地域活動への参加が多いほか、自然保護・文化伝承などのボランティア活動への参加が多い。 
 参加しやすい条件として、「時間にしばられない」「身近でできる」が特に多く、その他の条件として、「身体
的な負担が少ない」「友人等と一緒に参加できること」などがある。 

出所：内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」 

 高齢者の地域活動、ボランティアの経験と、参加するための条件 
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参考7：社会的な高齢者年齢に対する認識 

 一般的に支えられるべき高齢者は70歳～80歳程度だという認識（調査対象者は55歳以上の男女）。 
 望ましい定年退職の年齢についても、日本では「70歳以上」の割合が比較的高く、「高齢者＝65歳以上」という
定義と現実との間にギャップが生まれつつある。 
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望ましい定年退職の年齢 

出所：内閣府「第７回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」 

 支えられるべき高齢者の年齢と望ましい高齢者の退職年齢 

出所：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」 
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参考8：高齢者の終末医療に対する希望 

 高齢者が最期を迎えたい場所としては自宅が最も多いが、緊急時の入院体制や往診してくれる医者がい
ないなど、自宅での終末医療体制が整っていない現実がある。 

 高齢者が最期を迎えたい場所と高齢者の死亡場所の現状 

出所：内閣府「平成24年度版 高齢社会白書」 

治る見込みがない病気になった場合、どこで最期を迎えたいか 高齢者の死亡場所の構成割合 

自宅で最後まで療養することが現実困難な理由（複数回答） 
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参考9：高齢者の介護の状況 

 同居の介護者の中で最も割合が高いのは配偶者であり、老老介護のケースが多いといえる。 
 看護・介護を理由に転職・離職する人の人数は増加傾向にある。 
 介護を受けたい場所としては、男女とも「自宅」の要望が強く、在宅介護のサポート体制の強化・介護者の
精神面・経済面でのケアの両面での充実が必要と思われる。 

 高齢者の老老介護の状況と介護者の生活に与える影響 

出所：内閣府「平成24年度版 高齢社会白書」 

要介護者等から見た介護者の続柄 

看護・介護を理由に転職・離職した人の推移 

介護を受けたい場所 
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参考10：高齢者の運動不足 

 宮城県で被災高齢者1万人を対象としたアンケートでは、震災直後に生活不活発病になった高齢者のほと
んどが、震災後10カ月経っても改善されていないと回答した。 
 岩手県内では避難生活による生活不活発病の影響で新規要介護認定者数が前年の1.2倍に増加しており、
被災高齢者の運動機能維持のための取組が今後ますます必要と考えられる。 

 被災地における高齢者の運動不足（生活不活発病） 

出所：2012年6月25日 産経新聞 

仙台市の被災高齢者10,000人を対象とした生活不活発病の状況 
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出所：2013年3月10日 河北新報 
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「『高齢者標準』による活力ある超高齢社会」についての取組事例

No. 事例名 実施主体 事業内容

1
高齢者の健康増進を目的とした身体
機能及び筋力トレーニング実施事業

一般社団法人キャンナス東北
生活不活発病等に陥りやすい特に高齢の被災者に、作業療法士、看護師が集会場等で筋
力アップ等のトレーニングを実施（気仙沼、石巻）。

2 おだがいさまセンター 富岡町生活復興支援センター
仮設住宅での情報共有と生活支援活動を実施。具体的には、コミュニティスペースの運営、
コミュニティFM放送、共同農地、手仕事工房などのコミュニティビジネスを推進している。

3
「コミュニティで創る新しい高齢社会の
デザイン」研究開発領域

独立行政法人科学技術振興機構

2010年より東京大学秋山弘子特任教授を領域総括とし取り組まれているが、この中で、震
災発生を受け「「仮設コミュニティ」で創る新しい高齢社会のデザイン（大槌町等）」、「広域避
難者による多居住・分散型ネットワーク・コミュニティの形成（浪江町等）」が研究・運営されて
いる。

4 あんしんキットの配布 日本赤十字社
高齢者等が医療情報（かかりつけ病院・持病・お薬手帳）や診察券（写）などの情報を収納
し、自宅内の所定の場所に保管しておくための筒状の専用容器「あんしんキット」を、宮城県
内の市町村を通じて、約４万個を配布。

5
大槌町の仮設生活・在宅避難者支援
サービス

NPO法人まちづくり・ぐるっとおおつち 高齢の仮設住宅入居者が移動するための車両の運営と無料の介助サービスの提供

6 被災地傾聴活動 傾聴ボランティアもりおか
岩手県の高齢者等で相手の話を否定せずにありのままに受け止めて『聴く』話相手ボラン
ティア。トレーニングを受けた聞き手が参加。

7 被災地障碍者生活支援事業 社会福祉法人やまだ共生会
山田町および大槌町で、障害者・低所得高齢者の「移動支援事業」と障害を持った方を一時
預かる「レスパイト事業」を行う。

8
健康情報冊子「きぼうメディカルみや
ぎ」作成・配布支援

一般財団法人杜の都産業保健会、
第一三共株式会社

仮設住宅に在住の方を対象に、健康管理・健康維持を目的とした健康情報冊子を製作し無
料で配布。

9 気仙沼トレーラーハウス （独）産業技術総合研究所、伊藤忠商事ほか
気仙沼市の仮設住宅にトレーラーハウス３台を導入し、うち１台を「つながり形成のための
見守り拠点」として、高齢者の孤独死防止を図った。

10 石巻地区災害移動支援協議会Rera NPO法人移動支援Rera
移動手段を持たない住民の送迎ボランティアなどの支援。（送迎実費相応の協力費を得て
いる。）　震災時に札幌の団体が母体となって『災害移動支援ボランティア・レラ』を開始した
のが契機。スタッフは11名（長期県外ボランティア2名を含む）、車両は8台。

11 石巻専修大学ICTオープンカレッジ NPO法人BHNテレコム支援協議会
当NPOは、発災後より飯舘村被災者支援情報ネットワーク提供支援等を実施していたが、
2012年8月からは、石巻専修大学、民間企業と共同で、被災者を対象にしたパソコン教室
『石巻専修大学ICTオープンカレッジ』を開催している。

12
浦戸の震災復興のための高齢者生活
支援事業

NPO法人浦戸福祉会
見守り活動、茶話会の開催のほか、移動支援（定期船の運行本数が限られるため同ＮＰＯ
法人で所有している船で本土への買い物支援を行う等）を実施。
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No. 事例名 実施主体 事業内容

13 からころステーション
一般社団法人震災こころのケア・ネットワーク
みやぎ

被災地での精神保健活動のため各地を回り、体と心の相談に応じている。

14
県と地域の見守り活動で協力する協
定の締結

コープふくしま、福島県
震災を契機に高齢者が孤立する現状があることを踏まえ、県内各地のコープ職員が個人宅
配や共同購入の配達で訪問した際、異変を発見した時は市町村や警察、消防に連絡する
態勢を整えた。

15 被災地メイクボランティア 一般社団法人リハビリメイク協会
認定メイクセラピスト（引率リーダー）とボランティアメイクが被災地を訪問して高齢者に対す
るリハビリメイクを行う。

16 介護等総合的サポート拠点の開設 釜石市平田地区サポートセンター
高齢者が気軽に訪れることのできる「居場所づくり」を指向し、仮設住宅地の中心部に整
備。ケアコールシステムを活用して２４時間体制での見守りを支援することとし、運営主体は
民間事業者とした。

17 「祐ホームクリニック石巻」の設置 高齢先進国モデル構想会議、日本財団
病院等施設の減少を踏まえ、仮設住宅などにおいて医療介護と緩和医療を提供できるよ
う、石巻市に在宅診療体制の拠点を構築。

18 まちの保健室 公益社団法人宮城県看護協会
仮設住宅内に保健室を設置し、看護職に相談可能にする取り組み。避難生活に伴う健康不
安や孤立化を予防的に診断するとともに、看護職経験者などのセカンドキャリア支援の側面
もある。

19
被災地仮設住宅内における診療所開
設（東松島市）

医療法人社団ＫＮＩ
東京都八王子市を本拠とする医療法人社団ＫＮＩが、東松島市の地元協議会の誘致要望に
より、林業系ハウスメーカーから建物の提供を受けて仮設住宅内での診療所開設を実現し
た事例。

20 絆支援員による見守り活動 一般社団法人パーソナルサポートセンター
約50人の「絆支援員」による仮設住宅、みなし住宅の住人への毎日の見守り活動、被災者
の生活相談等を実施。

21
AMDA大槌・健康サポートセンターの
設立

NPO法人アムダ
発災直後より医師と看護師の派遣や医薬品提供などを実施。また、2012年2月の『大槌健
康サポートセンター』設立に協力。

22 大槌町における精神医療支援 NPO法人心の架け橋いわて
大槌町における精神医療支援として仮設住宅などでのサロンや医療講話会、個人訪問を行
うほか、岩手県心のケアセンターの災害ストレス相談室で、メンタルヘルス相談に応じる。

23 リハビリマッサージ等の実施 たぶの木リハビリ・こころのネット
岩手県大船渡市三陸町の仮設住宅で、住民の心身の機能低下や介護予防のため、リハビ
リマッサージや体操教室を開催。理学療法士や作業療法士のボランティアとともに仮設住
宅を回り、月1回のペースで活動。
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No. 事例名 実施主体 事業内容

24 ビジョンバン 宮城県眼科医会
国内では初となる、緑内障や網膜疾患などを含む専門的な眼の検査や治療ができる専用
の車による東北地方の巡回。

25
気仙沼市仮設住宅における看護師の
常駐

NPO法人日本ホスピス・在宅ケア研究会
宮城県気仙沼市の面瀬中学校の仮設住宅に、看護師が365日、24時間常駐し、住民の医
療・福祉なんでも相談を実施。

26 浜通り訪問リハビリステーション整備
一般財団法人訪問リハビリテーション振興財
団

復興特区法に基づく福島県内初のリハビリテーション事業所「浜通り訪問リハビリステーショ
ン」が2012年11月に開所（南相馬市）。

27
医療福祉情報連携コーディネーター
養成講座

NPO法人地域医療情報連携推進機構
地域医療・福祉の復興促進に資することを目的として開催される講座。全3回全てを受講す
れば「医療福祉情報連携コーディネーター認定書」が付与される。第3回では、福島県にお
けるどのような地域医療情報連携システムを構築するかについて学習する。

28 地域住民の長期健康調査 東北メディカル・メガバンク機構
医療情報をICT化して過疎地域の医療を支える。診療歴や遺伝情報に基づいた電子カルテ
の作成とゲノム解析などによるデータ分析を提供。

29 被災者支援管理システム 福島大うつくしまふくしま未来支援センター
タブレット端末を用いて、個人の医療、福祉の情報を登録する「カルテ」として活用する。被
災自治体の保健師や社会福祉協議会生活支援相談員らが住宅訪問の際に持ち歩く。富岡
町で活用予定。

30
テレビ電話による遠隔健康相談のサ
ポート（ＮＴＴ東日本）

NTT東日本

ＮＴＴ東日本より、首都圏の医療機関及び避難所等にブロードバンド回線「フレッツ光」とテレ
ビ電話端末「フレッツフォン」を設置し、ボランティアとして参加している首都圏の医師・保健
士と避難所等をテレビ電話で接続することで、ヘルスケア、メンタルケアの無料遠隔健康相
談を実現。

31
被災三県医療機関への電子カルテ提
供

メディカルアイ/ケイオプティコム
2011年6月1日から11月30日までの申し込みを対象に、被災地の医療支援を目的として、電
子カルテ機能を利用できる医療クラウドサービス「医歩 ippo」を無償提供（初期費用と申し込
みの翌月から3カ月間の月額利用料金不要）。
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